水マネジメントの展開と会計の役割 by 大森 明
31経済学論纂（中央大学）第58巻第 2号（2018年 3 月）
１ ．は じ め に
　水を取り巻く国内外の関心が近年急速に高まってきている．国際的には，人口増大や経済発展に
伴う水需要の増大や，地球温暖化に起因する気候変動に伴う水不足や洪水など，利用可能な水資源
の確保が急務になっている．国内的には，局所的な豪雨による被害の頻発，ミネラルウォーター需
要の拡大による水資源確保の問題，さらには，人口減少に伴う水インフラ更新問題などが顕在化し
ている．このような状況にあって，２₀１４年 ３ 月に水に関わる総合的な法律として水循環基本法が議
員立法により国会で成立し，同年 ４月公布， ₇月から施行されている．
　同法は，「水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進し，もって健全な水循環を維持し，又
は回復させ，我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与することを目的」（第
一条）として制定されている．この目的を果たすために後述する基本理念に基づき，水マネジメン
トのための新たな取り組みが始められつつある．同法の成立は，これまで水資源開発が中心であっ
た日本における水マネジメント1）のあり方に変化が生ずることになる．また，同法成立の根底に
は，国際的に合意されてきた水マネジメントへの考え方である統合的水資源マネジメント2）（Inte-
１ ）　本稿では，便宜上，水資源を開発し，水が需要家に供給されるまでの水資源のサプライチェーン全
体を管理することを水マネジメントと称するが，これは，水資源管理から流域全体のマネジメントま
でが包括される概念とする．
２ ）　一般的には「統合的水資源管理」と訳されるが，「管理」は，「当初定められた規則通りに物事が逸
脱せず運営されるように維持する硬直的な語感を持つ」のに対し，「マネジメント」は，「目的を達成
１．は じ め に
２．水マネジメントの概略
３．水マネジメントの変容と会計
４．「統合的水資源マネジメントの時代」における会計
５．日本の水マネジメントに資する会計の展望
６．お わ り に
大　 森 　　明
水マネジメントの展開と会計の役割
32
grated Water Resources Management: IWRM）が一部反映されている．
　マネジメントのやり方が変われば，それに必要とされる情報もまた変化する．したがって，ある
主体の経済事象を，測定を通じて数量化された情報によって伝達するためのシステムである会計
（井尻，１₉６₈）も，水マネジメントの変化に対応していく必要があると考えられる．そこで，本稿
では，日本における水マネジメントの進展を歴史的に捉え，各時代において必要とされる会計手法
を検討し，これからの水マネジメントに必要とされる会計の役割を明らかにすることを研究目的と
する． 
　本稿の構成は次のとおりである．まず次節では，特に日本における水マネジメントについて，従
来型水マネジメントから水循環基本法の制定に至るまでの軌跡を，主として IWRM の観点から明
らかにする．第 ３節では，水マネジメントの発展プロセスと会計の役割の変化について検討し，第
４節では，現代における水マネジメントにおける主流となっている IWRM の考え方をベースとし
た会計について検討する．具体的には，「水会計」（water accounting）と呼ばれる ３つの手法に着
目し，それぞれの比較検討を行う．そして，第 ５節において日本における水マネジメントを機能さ
せていくために必要な水会計システムの方向性を明らかにする．
２．水マネジメントの概略
　本節では，２₀１４年の水循環基本法の制定に至るまでに，日本における水マネジメントがどのよう
に行われてきたかを概観し，その多くが，国や自治体といった公的部門において担われてきたこと
と，そこでの課題を整理する．そして，水マネジメントにおいて国際的に一般的になりつつある
IWRM の考え方を紹介し検討した上で，水循環基本法の制定以降の水マネジメントの方向性を明
らかにする．
2 - 1 　従来の水マネジメント
　日本の場合，水資源開発から需要家への配水に至るまでの水マネジメントの実施主体は公的部門
であるが，表 １に示したようにマネジメント対象の違いによって，同じ公的部門であっても主体が
異なる．諸外国においても，水マネジメントに関しては，このようないわゆる縦割り行政が存在す
るのは一般的であるといわれており，それが IWRM の提唱へとつながっている．
　このような従来の水マネジメントは，役割分担を明確化することでマネジメント主体の所掌目的
を効率的に果たすことに重点がおかれてきた結果であり（琵琶湖・淀川流域対策に係る研究会，
するために適切な手段をその時々で判断しつつ，時には目的すらも成功のためには修正，変更する，
といった柔軟で目的志向の語感を持つ」という（沖，２₀１２，２₉１ページにおける虫明功臣教授の言葉）．
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２₀１６），それ自体，一定の成果を上げてきたことは事実である．例えば，１₉６₀年代から１₉₉₀年代に
かけての都市における水需要の急速な増大に対処するために，河川整備とダムなどの水資源開発が
行われ，水資源の開発水量と水需要の関係をみるとおおむね一定の成果を上げたと考えられる（国
土交通省水管理・国土保全局水資源部，２₀１₇）．
　しかし，従来の水マネジメントは，以下のようにさまざまな問題が指摘されている（琵琶湖・淀
川流域対策に係る研究会，２₀１６，３６-３₇ページ）．
　①　 「水循環およびそれに伴う物質循環は，行政区画とは関係がなく，流域における森─里─
川 ─海・湖の繋がりの中で存在している．」
　②　「生物多様性を考える場合にも行政単位ではなく流域単位で考える方が合理的である．」
　③　 上流部と下流部や，水資源開発と水質保全など，「トレード・オフ関係が生じた場合の調整
や，複眼的な事業評価を得意とする体制であるとは言えない．」
　④　 「多くの人びとにとって，日常の暮らしの中で『治水・利水施設の恩恵』や『流域の恵（生
態系サービス，あるいは地域資源）』をとりたてて感じる場面は少なく，『治水』『利水』『環
境』などの区分もあまり意識されない．」
　従来の水マネジメントでは，マネジメント主体が特定目的に対して行動をとることから，水源地
域と水の大量消費地である都市部とのコンフリクトや上流部におけるダム貯水量の調節と下流部に
おける水質との間のトレード・オフなどが顕在化することがある．脇田（２₀₀₉）は，このような流
域における各階層間のコンフリクトを「状況の定義のズレ」と呼び，その解消の必要から流域に関
わるステークホルダーの間のコミュニケーションの重要性を説いている（脇田，２₀₀₉）．
表 1　水のマネジメント対象とマネジメント主体
マネジメント対象 マネジメント主体
上水道 厚生労働省
農業用水 農林水産省
工業用水・水力発電・水ビジネス 経済産業省
河川・水資源・下水道 国土交通省
地下水・湖沼の水質 環境省
降水 気象庁
大規模水害対策 内閣府（中央防災会議）
水道事業・下水道事業 地方公営企業
地方公営企業，水道事業等の民間委託 総務省
水に関する開発援助 外務省
出所：沖（２₀１２）２₀２-２₀３ページに基づき筆者作成．
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2 - 2 　統合的水資源マネジメントの重要性
　他方，国際的には，IWRM の重要性が広く認知され，この考え方が各国の水マネジメントに適
用されてきている．IWRM は元来，水資源管理において水資源開発，用水供給，そして配水といっ
た形に分化ないしサイロ化させて管理するというアプローチに起因する経済的，環境的および社会
的な非効率への反省から登場してきた考え方といわれている（cf. Shah, ２₀１６；宮﨑，２₀１４）．IWRM
の考え方は，１₉₉２年にアイルランドのダブリンで開催された「水と環境に関する国際会議」におい
て採択されたダブリン宣言を基礎としている．そして，IWRM の考え方と重要性は，同年にブラ
ジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された「国連環境開発会議」（地球サミット）において採択さ
れた『アジェンダ２１』の第１₈章「淡水資源の質と供給の保護：水資源の開発，管理および利用への
統合的アプローチの適用」に組み込まれた（UNCED, １₉₉２）．
　IWRM の推進を目的として設立された国際 NGO のグローバル・ウォーター・パートナーシッ
プ（GWP）によれば，IWRM は，「生存のために極めて重要なエコシステムのサステナビリティを
損なうことなく公正な方法で，結果として生ずる経済的・社会的福祉を最大化するために，水，土
地，およびそれに関連する資源の協調的な開発とマネジメントを促進するプロセス」（GWP, ２₀₀₀, 
p. ２２）と定義され，以下のダブリン宣言の ４つの基本原理に立脚している（GWP, Dublin-Rio Prin-
ciples, URL）．
　①　水は有限でかつ脆弱な資源であり，生命，経済発展および環境の維持に不可欠，
　②　 水資源の開発とマネジメントは，すべてのステークホルダーを取り込んだ参加型のアプロー
チに基づくべき，
　③　水の供給，マネジメントおよび保全に女性が中心的役割を担う，および
　④　水は公共財であり，社会経済的価値を有する．
　GWP（２₀₀₀）によれば，IWRM は，自然システム（natural system）と人為的な社会経済システ
ム（human system）という ２つのシステムに分けて考えられ，前者は，物的資源としての水を対
象としたものである．具体的には，淡水と沿岸域，土地と水，地表水と地下水，上流域と下流域お
よび水量と水質などを別々にマネジメントするのではなく統合することを提案している．また，社
会経済システムにおける統合ついては，水という資源から便益を享受する人々を対象としたもので
あり，国家戦略に水マネジメントを位置づけ，政策意思決定における水への配慮を行い，水に関す
るステークホルダー間の意思決定の共有とコミュニケーションの円滑化を図り，そして，従来のセ
クショナリズムから離れた思考を奨励することを意味している（GWP, ２₀₀４）．最終的に IWRM
は，水マネジメントを通じて経済，環境および社会におけるサステナビリティの達成を究極的な目
的としている．具体的には，図 １に示した通り，「（ １） 希少資源としての水の利用の経済効率性
（efficiency）を高め，（ ２ ）すべての人が適正な量・質の水を利用できる社会的公平性（equity）
を増進するとともに，（ ３ ）水資源の持続可能な利用による環境の持続可能性（environmental 
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sustainability）を達成することの ３つ」（谷内，２₀₀₉，２１ページ）を同時達成することである．
　２₀１５年の国連の会議で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals; 
SDGs）3）において，「目標 ６  安全な水とトイレを世界中に」として水に関する目標が掲げられたが，
IWRM はその下位目標であるターゲットの １つに組み込まれ，「２₀３₀年までに，国境を越えた適切
な協力を含めて，あらゆるレベルでの統合的水資源マネジメントを実施する」4）と明示されている．
今日では，IWRM は，「自然環境，需要管理，ステークホルダーの参加，そして，国の社会経済発
展の不可欠な部分としての水資源を管理する必要性に焦点が当てられている．そして，社会経済的
便益の最大化に向けた統合的インフラ開発から，水ガバナンスと環境保護へと重点が移動してきて
いる」（Shah, ２₀１₇, p. １２））といわれている．特にステークホルダーの参加や水ガバナンスという
点では，SDGs の「目標１₇ 持続可能な発展に向けて実施手段を強化し，グローバルパートナー
シップを強化する」における１₉あるターゲットのうち ２つについて，マルチステークホルダー・
パートナーシップが示されている点で，IWRM と SDGs との親和性は高いといえよう．
　IWRM は，その着想からすでに２５年ほど経過しているが，上記の通り，その重要性は SDGs に
も組み込まれ，サステナビリティの観点がより強調された形で水マネジメントの枠組みとして国際
的に認知されてきたといえる．一方，その具体化となると，GWP において地方，国およびグロー
バルレベルの水マネジメントに活用可能な事例や手法等を集めた“GWP IWRM ToolBox”が提供
３ ）　SDGs については，United Nations, Sustainable Development Goals の URL 参照．
４ ）　具体的な指標としては，① IWRM 計画の導入割合および②水資源協力のための運営協定がある越境
流域の割合がある．
　 出所：GWP （２₀₀₀） p. ３１，筆者訳．
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されているものの，いまだ試行錯誤の段階にある（Shah, ２₀１６）．本稿では，第 ４節において，会
計の視点から日本の脈絡において当該 IWRM に対する貢献可能性を考える．
2 - 3 　水循環基本法の制定と統合的水資源マネジメント
　IWRM の考え方の重要性が徐々に国際的に認知されてきたように，日本においても，１₉₉₀年代
後半から次第に水関連政策や法体系に組み入れられつつある．その端緒となったのが１₉₉₇年の河川
法改正であり，従来の治水と利水の他に河川環境の整備・保全が加えられたほか，河川整備計画に
おいて流域地域住民の意見を聴取する機会などが設けられた（渡辺，２₀１５）．この改正では，ごく
一部とはいえ，サステナビリティの観点とステークホルダーの参加という点において，IWRM の
考え方が取り入れられたと解することができる．
　IWRM の考え方を水行政に反映させるため，２₀₀₇年に有識者を中心に「水制度改革推進市民
フォーラム」が設立され，それが２₀₀₈年には「水制度改革国民会議」へと発展した．同会議の活動
に呼応して超党派の「水制度改革議員連盟」が２₀１₀年に創設され，さらに，当時の与党においても
議員連盟やプロジェクトチームが発足するという形で，水に関する総合的な法典として水循環基本
法制定への動きが加速した5）．
　２₀１４年に公布された水循環基本法は，「健全な水循環」の維持・回復を目的として制定された水
行政の基礎となる法律である．そこでは，「水循環」を「水が，蒸発，降下，流下又は浸透により，
海域等に至る過程で，地表水又は地下水として河川の流域を中心に循環すること」（同法第二条）
と規定し，「健全な水循環」を「人の活動及び環境保全に果たす水の機能が適切に保たれた状態で
の水循環」（同法第二条二）と定めている．同法の基本理念としては，①水循環の重要性の認識，
②水の公共性の確保，③健全な水循環へ配慮，④流域の総合的管理の要請，および⑤水循環に関す
る国際的協調の推進という ５つが掲げられている（同法第三条）．IRWM や後に議論する会計の観
点から，ここでは特に②水の公共性という点と④流域の総合的管理を取り上げたい．
　まず「水の公共性」について，水循環基本法では，「水が国民共有の貴重な財産であり，公共性
の高いものであることに鑑み，水については，その適正な利用が行われるとともに，全ての国民が
その恵沢を将来にわたって享受できることが確保されなければならない」（同法第三条 ２）と規定
している．まず，前段の「水が国民共有の貴重な財産」という点に着目したい．共有財産という点
からは，いわゆる共有資源（コモンズ：commons）を想起させる．コモンズは，「その（資源の：引
用者補遺）利用によって便益を得ることから潜在的な受益者を排除するのにコストがかかる（が不
可能ではない）くらい十分に大きな自然資源または人工資源システム」（Ostrom, １₉₉₀, p. ３₀）と定
５ ）　水循環基本法の制定に向けた動向の詳細については，水制度改革議員連盟監修（２₀１４）および宮﨑
（２₀１４）を参照されたい．
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義される．コモンズである水が生み出される流域全体の水に関わる情報は，それを管理している主
体だけでなく，受益している主体とも共有されることで，各主体にとって流域全体における水の状
況が明らかになる．流域を一体としてマネジメントすることを要請する水循環基本法の下では，コ
モンズである水または流域は，そこに関わるステークホルダーの間での情報のやり取りを通じたコ
ミュニケーションの必要があるといえよう6）．
　つぎに後段の「すべての国民がその恵沢を将来にわたって享受できる」という点について検討す
る．この文言により，同条文には，世代内および世代間の公平性，すなわち，ブルントラント委員
会の定義するところの持続可能な発展というサステナビリティ概念7）が内包されていると指摘でき
る．前項で議論したように，IWRM において経済的効率性，社会的公正性そして環境持続可能性
という ３領域のサステナビリティが含まれていた．したがって，日本の水行政においても， ３領域
にまたがるサステナビリティを考慮する必要が生じていると解せる．
　ここで取り上げる水循環基本法のもう １つの基本理念である「流域の総合的管理」については，
「水は，水循環の過程において生じた事象がその後の過程においても影響を及ぼすものであること
に鑑み，流域に係る水循環について，流域として総合的かつ一体的に管理されなければならない」
（同法第三条 ４）としている．水循環基本法に基づく水循環基本計画においては，「流域の総合的か
つ一体的管理」のことを「一つの管理者が存在して流域全体を管理するというものではなく，森
林，河川，農地，都市，湖沼，沿岸域等において，人の営みと水量，水質，水と関わる自然環境を
良好な状態に保つ，又は改善するため，関係する行政などの公的機関，事業者，団体，住民等がそ
れぞれ連携して行われるべきもの」（水循環基本計画， ６ページ）としている．この文章の前段が
「流域」を規定し，後半部分においてステークホルダー間の連携を推奨している．「統合的管理」で
はなく「総合的管理」という点で行政法や環境学の領域から「統合」から弱められているとの批判
はあるものの，水循環の空間的単位である「流域」をマネジメント対象とし，ステークホルダー間
のコミュニケーションの重要性を示しているという点で IWRM に近いことを水行政として展開し
ようとしているという意図が理解できる8）．
６ ）　コモンズとディスクロージャーの関係については，環境資源をコモンズとして捉え，企業による環
境情報のディスクロージャーの必要性を説いている大森（１₉₉₉）を参照されたい．
₇ ）　持続可能な発展とは，「将来世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく，現代世代の欲求を
満たすこと」（World Commission on Environment and Development, １₉₈₇, para. ２₇）という定義が一
般的である．
₈ ）　水循環基本法の制定に至るまで，水制度改革議員連盟が作成した原案では，IWRM を前面に押し出
したものになっていたが，成案に至るプロセスの中でその IWRM の色彩が弱められてしまった．この
経緯については，水制度改革議員連盟監修（２₀１４）を参照されたい．なお，宮﨑（２₀１４）によれば，
IWRM の目的を水行政において達成するためには，水循環基本法を支える今後の法整備次第であると
述べられている．
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　上記の点をサポートするために，水循環基本計画では，流域のステークホルダーから成る「流域
水循環協議会」の設置を推奨し，そこでは流域マネジメントの基本方針の策定や流域の保全や管理
などを各主体が連携して行うとしている（水循環基本計画， ₈，２₀ページ）．２₀１₇年 ４ 月現在，２₇の
流域水循環協議会による「流域水循環計画」が，水循環政策の司令塔である水循環政策本部により
認定されている（内閣官房水循環政策本部，URL）．各地域の協議会が，どのように水情報を収集・
共有し，当該計画の実行と評価に活用するかという点において，会計がどう貢献できるかという点
については第 ５節において後述する．
　以上，本節では，日本の水マネジメントについて，従来の水マネジメントから水循環基本法制定
に至るまでの概略を述べてきた．完全とはいえないまでも，日本の水行政においても，IWRM の
考え方が水循環基本法に取り入れられた．IWRM では，流域全体をマネジメント単位とすること，
水マネジメントにおいてサステナビリティ概念を組み入れること，そして，水に関わる政策意思決
定において流域のステークホルダーを包摂すること，という ３点が重要であった．不完全ながらも
日本の水行政においても，これらの ３つの側面が取り入れられつつある状況にある今日において，
ステークホルダー間のコミュニケーションを円滑にし，水に関わる政策意思決定のベースとなるよ
うな水情報の共有は図られているとはいいきれない状況にあるといえよう．そこで，次節では，水
マネジメントの歴史的発展プロセスを時代区分し，各時代における水マネジメントの特徴とその時
代に要請される会計の役割に着目し，水マネジメントの変化と会計の役割との関係について検討す
る．
３．水マネジメントの変容と会計
　Savenije and Van der Zaag （２₀₀₈）は，水マネジメントの歴史的発展プロセスを①水資源開発の
時代（１₉６₀年代～₇₀年代），②水資源マネジメントの時代（１₉₈₀年代～₉₀年代）および③統合的水資
源マネジメントの時代（１₉₉₀年代～現在）という ３つに区分して整理している（表 ２参照）．この発
展プロセスを日本に適用すると若干の時代区分の誤差があるかもしれないが，第 ２節で議論したよ
うに，日本における水マネジメントにおいてもおおむね適合すると考えられる．そこで，本節では
各時代区分における水マネジメントの状況について概観し，当該時代の水マネジメントに対する会
計の役割と貢献について検討する．ただし，「統合的水資源マネジメントの時代」に関しては，第
４節で検討する．
3 - 1 　「水資源開発の時代」における水マネジメントと会計
　「水資源開発の時代」に行われた従来の水マネジメントは，第 ２節の表 １に示した通り，各マネ
ジメント対象に応じたマネジメント主体によって，個々に展開されてきた．特に水需要が増大して
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いた経済成長期においては，「『利水』を通じた発展を目的とする水資源開発は，公共部門の重要な
役割として位置づけられ，積極的な展開が図られた」（沼尾，２₀１２，４５ページ）．したがって，需要
予測に見合う水資源を開発することが中心課題となり，国等が財源を拠出してダムが建設されるこ
表 2　水マネジメントの歴史的発展プロセス
１．水資源開発の時代（１₉６₀年代～₇₀年代）
　　・支配的なパラダイム：水は開発されるための資源である．
　　・「予測と供給」という工学的アプローチ
　　・インフラ整備の重視
　　・個別的なプロジェクト
２．水資源マネジメントの時代（１₉₈₀年代～₉₀年代）
　　・水が「過剰に開発される」という認識
　　・生態学的・社会的制約に対する説明
　　・プロジェクトアプローチから地域的・国家的な計画立案へ
　　・供給サイドから需要サイドの評価への焦点の移行
３．統合的水資源マネジメントの時代（１₉₉₀年代～現在）
　　・社会経済開発，自然科学的な計画および環境保護をすべて考慮した政策への水マネジメントの
組み入れ
　　・市民参加
　　・サステナビリティへの焦点
出所：Savenije and Van der Zaag （２₀₀₈） p. ２₉３, Box ２ ，筆者訳．
（注） 1．公益社団法人日本水道協会「水道統計」，経済産業省「工業統計表」及び総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス―活動調査（※）」を
　　　　　もとに国土交通省水資源部作成
　　　　　（※）2011 年（平成 23 年）のデータ
　　　　　（「工業統計表」及び「平成 24 年経済センサス－活動調査」では，日量で公表されているため，日量に 365 を乗じたものを年量とした．）
　　　 2．工業用水は従業者 30 人以上の事業所についての淡水補給量
　　　 3．水道用水は上水道事業と水道用水供給事業についての取水量であり，簡易水道及び専用水道についての取水量は含まない．
　　　 4．水道用水のうち事業所での使用量は工業用水に含めている．
　　　 5．2011 年度の水道統計の給水人口の値は，東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響で福島県の一部市町村において提出で
　　　　　きなかった．
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図 2　都市用水使用量の推移
　　出所：国土交通省水管理・国土保全局水資源部（２₀１₇） ₇ ページ．
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とになった．実際，この時代の都市部における水需要は年々増大しており（図 ２参照），ダムを通
じた水資源開発が急務であったといえる（図 ３参照）．また，水マネジメントの下流部に相当する
上水道事業に関しても，図 ４に示した通り，水道インフラの整備が積極的に行われ，水道普及率が
急激に上昇していった．
　水資源開発が中心のこの時代においては，水マネジメントを担う公的部門では，行動規範である
法律・規則に準拠して政策を執行し，水に関わる公共サービスは官僚機構を通じて提供される（山
本，２₀１６）のが一般的であった．このような従来の公的部門の経営モデルにおける会計に対する要
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図 3　国土交通省管理ダム数の推移
　　　出所：内閣官房水循環政策本部（２₀１₇）３₉ページ．
※東日本大震災による被災地等の算出方法については，別添資料「平成27年度水道の種類」を参照．
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図 4　水道普及率の推移
　　　　　出所：厚生労働省，「水道の基本統計」URL．
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請は，予算通りの執行を決算として示すことにとどまった．具体的には，ダム建設主体の国土交通
省（旧建設省），（独）水資源機構（旧水資源開発公団）および都道府県等では，固定資産台帳にダム
等のインフラ施設を記録するにとどまり，これらの公的部門組織の会計においてダム等は資産とし
て計上されていたわけではなかった．一方で，水資源開発に関しては，政府・自治体等の議会での
予算審議における公共事業の優先順位付けの判断基準として費用便益分析の活用が求められ，治水
事業に関して建設省がマニュアルを整備した．費用便益分析は，特定公共事業に要する費用とその
事業から得られると見込まれる便益をそれぞれ計算して比較を行い，その後，単位当たりの投資額
から見込まれる便益の金額の大きい順に優先順位を決める手法である（河野，１₉₉６）．ダムのみな
らず多くの治水事業において，費用便益分析が活用されたことは，この時代における会計的な貢献
の １つといえる．
　さらに研究面では，水資源開発に伴う会計問題が議論され始めていた．（特に多目的）ダムの建
設においては，多目的ダム法に基づき，ダムからの便益を享受する関係者が応分にダム事業費を負
担することになっているが，インフレの進行やダム建設の適地の減少により先発事業者の方が後発
事業者よりも事業費が高くなる．そのため，先発事業者と後発事業者の間で原水単価の不均衡が生
ずることが問題とされた9）．また，上述した通りダムに対する会計記録の欠如がもたらす，資本維
持の問題も指摘された．これらに対処するため，水道事業体の広域化などの組織の統合を含め，ダ
ムに対する記録を行い再調達価額や個別物価指数を用いて再評価することや（河野，１₉₈３），安い
原水単価の水道事業体の受益者から協力金を徴収する方式が提案された（原田，１₉₈３）．いずれの
研究も，個別水道事業体のコストやダムという国や水資源機構の資産維持というミクロ会計の問題
であるが，個別経済主体だけで解決するのが困難なことから，利根川や荒川といった水系単位に拡
大してして当該水系全体を会計単位とするメソ会計が提唱されたのもこの時期である（小口，
１₉₈６）．
3 - 2 　「水資源マネジメントの時代」における水マネジメントと会計①：水資源開発の観点
　表 ２に示したように水資源開発の時代の次は水資源マネジメントの時代に移行してきた．日本に
おける水マネジメントの脈絡においては，「水資源マネジメントの時代」の前半は，水資源開発に
対する変化が生じ，また，後半から現在においては，水供給において大きな変化が生じている．し
たがって，本稿においては「水資源マネジメントの時代」を，水資源開発と水供給の ２つの観点に
分けて論ずる．
₉ ）　原水単価（原水コスト）は，ダム建設時の国庫補助金の算定に用いられ，「ダムを建設した時点で河
川水を取得する場合の単位（ １ m３）当たりの水のコスト」であり， １ 単位当たりの水資源開発のコス
トを意味する．以上，河野（１₉₉₈）３４１ページ参照．なお，この原水単価の不均衡が，水資源開発を
担っている上流と水の大量消費地である下流との間の上下流問題を生じさせていた（河野，１₉₈３）．
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　日本の場合，１₉₈₀年代から都市における水道使用量の伸びは鈍化し，水インフラ整備も一段落し
てきた時期である（図 ２および ４参照）．上流域にダムを建設し下流域の水需要を賄うという形での
従来の水資源開発は，都市の発展を支える一方で上流域の人口流出や資源の劣化等を招き，政府も
この上下流問題の緩和に向けた施策を展開せざるを得なくなったといわれている（沼尾，２₀１２）．
　また，ダムは完成まで数十年もの長期間を要する事業であることから，前掲の図 ２と ３を比較し
てわかるように，１₉₉₀年代中葉以降は，水需要は減少しているにもかかわらず，新規のダム建設は
続けられている．近年では計画が中止になるダム事業も存在しているし，また，水は地域性が高い
資源であることから一概にはダム建設の是非は判断できないものの，水需要増大期にあっては，水
需要を賄う水資源開発という水マネジメントの政策目標を達成することが主目的とされた．開発事
業が環境面や社会経済面から停滞したり，開発計画段階と現在との間での需要予測に乖離が生じた
りする場面も多くみられるようになってきた．こうした状況を踏まえ，１₉₉₇年に北海道知事が表明
した事業再評価の仕組みである「時のアセスメント10）」が注目されるなどした．
　水マネジメントにおいてもこのような環境面や社会面での制約が存在し，国や自治体による水資
源開発の考え方の転換を促した．水資源開発を主導してきた建設省（当時）においても，１₉₉６年の
建設白書の中でインフラ整備の進め方に関して「妥当な負担で」，「国際的に調和を取って」，「透明
性，公平性を高め」，「住民参加，情報公開などの手続きを経て」そして「より効率的，重点的に」
事業を推進することを表明している（建設省，１₉₉６）．１₉₉₇年の河川法改正において，自治体の首
長や地域住民の意見聴取の機会を設けるという規定の導入は，こうした状況を踏まえたものと理解
することができる．
　この時代における会計の役割としては，水資源開発において費用便益分析が一般化したことを指
摘できるほか，上記の「時のアセスメント」が先鞭をつけ，のちに政策評価システムとして国や自
治体において制度化される事業見直しにおいて，事業の経過時点ではなく「今」の時点において改
めて費用便益分析を行うことで，事業の見直しなどを行うようになったことが挙げられるであろ
う．
3 - 3 　「水資源マネジメントの時代」における水マネジメントと会計②：水供給の観点
　水資源開発については費用便益分析の一般化という点で会計の役割が見出されてきたが，水道事
業に関しては，問題がより顕在化しつつあった．少子・高齢化の進行や節水意識の向上と技術の発
展により，図 ５に示した通り，水道事業の顧客による水の使用量は１₉₉₀年代後半には停滞し，２₀₀₀
年以降，暫時減少傾向にある．このことは，自治体の地方公営企業が営む水道事業の収益の減少，
10）　「時のアセスメント」は，「長期間停滞している事業について再評価を行い，見直す仕組み」（山口，
１₉₉₉，６５ページ）であり，のちに国や自治体等における政策評価システムの導入の先鞭をつけた制度
といわれている．
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経営状況の悪化をもたらす．つまり，給水人口の減少に伴う給水収入の減少という経営課題が顕在
化し始めたのがこのころなのである．それだけでなく，１₉６₀年代から₇₀年代にかけて急速に整備さ
れた水道インフラは（図 ４参照），主として４₀年～６₀年が更新時期11）と定められており，更新によ
る財務的負担の増大が１₉₉₀年代後半以降に生ずることも懸念されるようになった．また，こうした
水道問題に対応するために，複数の水道事業体の協力や統合などの「広域化」が図られるなどし，
２₀₀１年の水道法改正にもつながったといわれている（伊藤，２₀１２）．
　１₉₉₀年代後半から政府や水道事業体の関係者は上記の状況を認知していたが，給水人口が減少し
てきた今日において状況をより深刻に捉え，対処行動が活発になってきたといえる．これからもし
くはすでに直面している水道事業の問題点をわかりやすく説明しているのが，図 ６である．人口減
少に端を発してさまざまな問題が相互に関連しあっているのが理解できるであろう．端的にいえ
ば，日本の水道事業の問題は，インフラの老朽化，財源不足および人材不足の ３つに集約できる．
また，水道事業は地域独占とはいえ，近年ではミネラルウォーター需要が増大しているとともに，
その宅配サービスも行われているのに加え，大口需要家の地下水利用専用水道への切替などの競争
も起きている（石井ほか，２₀１６）．
　公的部門である水道事業体において上記の課題を解決していくために考えられている経営モデル
が，第三者委託（水道法），指定管理者制度（地方自治法），公共施設等運営権や PFI（PFI 法）な
どの官民連携（Public Private Partnership; PPP）による経営手法であり，水道事業体同士の統合や
11）　地方公営企業法施行規則別表第二号（有形固定資産の耐用年数を規定）における「構築物」の「水
道用又は工業用水道用のもの」を参照．
（注） 1．国土交通省水資源部作成
　　　　2．1975年以降は国土交通省水資源部調べ
　　　　3．1965年及び1970年の値については，公益社団法人日本水道協会「水道統計」による．
　　　　4．有効水量ベースである．
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図 5　生活用水使用量の推移
　　　　出所：国土交通省水管理・国土保全部水資源部（２₀１₇） ₈ ページ．
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連携といった広域化である．厚生労働省は，安全，強靭そして持続という ３つを実現する水道の実
現に向けた「新水道ビジョン」を２₀１３年に策定したが，その中でも，PPP と広域化は，当該ビ
ジョン実現のための方策として位置づけられている．
　これらの方策は，旧来の行政運営の方式を改める新公共経営（New Public Management; NPM）
と呼ばれる経営モデルが，日本においても展開され始めた２₀₀₀年前後において登場してきた経営モ
デルである．NPM の下では，行政管理者に経営者としてのアカウンタビリティの履行が求められ
たり（Denhardt and Denhardt, ２₀₀₀），また，行政プロセスの住民や顧客への説明のために，効率
性や経済性といった結果の説明（Hood, １₉₉５）が必要とされるようになった．そのため，旧来の行
政運営から NPM への公共経営モデルの変化では，新たなアカウンタビリティの履行のために，会
計が大きな役割を果たす必要が生じた．Hood （１₉₉５）では，Power and Lughlin （１₉₉２）が命名し
た “accountingization” という用語を用いて NPM 下における厳密なコスト計算の重要に起因する
会計の役割を明らかにしている．
　水道事業体は現在，NPM の考え方に基づく経営モデルを本格的に採用するように国から求めら
れるとともに，自らも強く推進してきているといえる．NPM 下では，会計が大きな役割を果たす
ことは上述した通りであるが，水道事業体が適用する公営企業会計基準においては，図 ₇に示した
ような理由により見直しが行われた．見直しに際しては，企業会計との整合性を重視する一方で，
図 6　水道事業体が抱える諸問題
出所 ：厚生労働省（２₀１２）「第 ₇回新水道ビジョン策定検討会」における「事務局からの報告：水道の
運営基盤の強化」 ６ページ．
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地方公営企業の特性への配慮と地方分権に即すことが考慮された．企業会計の考え方を取り入れる
ことや経営の自由度を高めることは，経済性と効率性の追求を重視し，民間企業の経営モデルに倣
うことを主眼とする NPM の趣旨に則っているといえる．
　加えて，「アセットマネジメント（資産管理）」と呼ばれる会計情報を用いた中・長期のシミュ
レーションの実行が国により地方公営企業に対して推奨されてきているが，これは，効率的かつ効
果的に水道インフラを維持・管理していくために用いられる会計情報を活用したマネジメント手法
である．具体的には，図 ₈に示したように①必要情報の整備，②ミクロマネジメント12）の実施，③
マクロマネジメント13）の実施および④更新需要・財政収支見通しの活用から成る．水道事業体に
とって今後ますます厳しくなる経営状況を踏まえ，厚生労働省では，アセットマネジメントのマ
ニュアルを作成したり，「新水道ビジョン」にその導入を記載するなど，積極的に同手法の活用を
各水道事業体に推進している．現在，各水道事業体においてアセットマネジメントの導入が進展し
ているが，例えば，北上市，花巻市，紫波町と用水供給事業のみを営んでいた岩手中部水道企業団
が統合して誕生した新たな岩手中部水道企業団という水道事業広域化の事例がある．この統合のド
12）　個別施設ごとの日常的な維持管理・診断評価をいう．
13）　水道施設全体での中長期の更新需要・財政収支見通しの検討を指す．
図 7　地方公営企業会計制度等の見直しの背景
出所：総務省自治財政局公営企業課（２₀１３） ２ ページ．
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ライバーとなったのが，アセットマネジメントによって得られた情報であり，結果として，人口減
少に対応するための水インフラのダウンサイジングと，インフラ更新のための水道料金の引き上げ
を可能にした（菊池，２₀１６）．
　また，自治体等では，昨今の財政の逼迫を踏まえ，個別の行政サービスのより効率的かつ有効な
提供を目的としてバランス・スコアカード（Balanced scorecard; BSC）や活動基準原価計算（Activ-
ity Based Costing; ABC）など，管理会計に関わる会計手法が導入されたが，水道事業においても
BSC と ABC の導入が進みつつある状況にある．特に ABC は水道事業と親和性が高いようであ
り，大阪市水道局や福岡市水道局をはじめいくつかの水道局において行われつつある14）．いずれの
組織においても，ABC の導入目的は，より正確にコストを測定することであり，それにより経営
の効率化を図るとともに顧客に対するアカウンタビリティを果たすことにあるという．
　以上，「水資源マネジメント時代」に関して，水供給の観点から会計の役割を概観してきた．こ
の時代においては，NPM の進行とそれに伴う会計サイドからの貢献をみてきた．特に水道事業体
において，NPM の進行は顕著であり，それに対する会計的対応も，効率性の追求に焦点が当たり
管理会計の側面が重視されているといえる． 
14）　東京都水道局において２₀₀４年に試行されたのを嚆矢とするが，現在では，大阪市水道局，福岡市水
道局，佐賀市上下水道部，別府市水道局および大村市上下水道局において ABC の導入とその情報開示
が行われていることが確認できている．また，ABC の水道事業体への導入の意義については，Eggers 
and Bangert Jr. （１₉₉₈）において提唱されている．
図 8　アセットマネジメントの基本的な考え方
出所：厚生労働省健康局水道課（２₀₀₉）Ⅰ -１５ページ．
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　さらに，１₉₉₀年代後半から２₀₀₀年にかけては地球環境問題の深刻化が社会的に認知してきた時期
とも重なったことから，水道事業体における環境会計情報の作成と開示が始められた時期でもあ
る．水道事業それ自体，水資源という環境資源そのものを扱うビジネスである上に，浄水過程で多
くの薬剤を使用するとともに，浄水と配水過程においても多くのエネルギーを消費することから，
国においても『水道事業における環境対策の手引書』（初版２₀₀３年，改訂版２₀₀₉年）を発行したり，
日本水道協会による規格「水道事業ガイドライン JWWA Q １₀₀」（２₀₀５年制定）において環境会計
の導入が勧告されるなどした．こうした動向は，上述したような背景から財務的に厳しくなると予
想される水道事業において，環境保全に関する社会に対するアカウンタビリティという観点はもち
ろん，自己の事業の経営効率化の一環として行われてきた側面があるといえる（石津，２₀₀５）．
　以上から，「水資源マネジメントの時代」においては，「水資源開発の時代」といういわば伝統的
行政運営に対する反省を踏まえた対応が行われてきたことが概観できた．水資源マネジメントの時
代の前半に相当する「水資源開発の観点」では，まだ会計的な貢献はそれほど大きくなかったが，
後半の「水供給の観点」においては，特に水道事業体において NPM の進行は顕著であり，それに
対する会計的対応も，効率性の追求に焦点が当たり管理会計の側面が重視されているといえる．同
時に，政府・自治体への発生主義会計の導入といういわゆる「公会計改革」の波も受け，「地方公
営企業会計」の基準も変更された15）．
　さらに興味深いのは，水道事業体という極めてミクロの組織において，アセットマネジメントを
適用することが，水道事業広域化のドライバーとなり得たことである．菊池（２₀１６）で説明されて
いる統合の経緯を概観すると，北上川流域の水道事業体が統合されており，流域全体というメソレ
ベルでの最適化を考えることができている．NPM において過度の部分最適を追求するあまり全体
最適の視点が欠けていたとしばしば指摘されることを踏まえると（Pollitt, ２₀₀３），岩手中部水道企
業団の「広域化」のケースは，ミクロとマクロをつなぐ好例になり得る可能性があるといえよう．
４．「統合的水資源マネジメントの時代」における会計
4 - 1 　統合的水資源マネジメントと水会計
　IWRM において重要とされたのが，前節の表 ２に示した通り，サステナビリティを考慮した水
マネジメント政策であり，市民参加という流域に関わるステークホルダーの水マネジメントへの取
り込みであった．従来の水マネジメントと IRWM における水マネジメントの考え方を比較したの
が表 ３である．表中の①～⑥の論点において，顕著な差があることがわかる．
15）　図 ₇ に示した通り，さまざまな理由により地方公営企業会計の基準が改正されている（総務省自治
財政局公営企業課，２₀１３）．
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　表 ３に示したような思考を有する IWRM に資する会計としては，国際的には「水会計」（water 
accounting）として展開してきているが，それにはまだ確固たる定義は存在していない．一般的に
は，「水情報の記録または報告するさまざまな手法」（Chalmers and Godfrey, ２₀１２, p. ４）として暫
定的な定義が提供されている．ただし，その内容としては，水会計の目的が個人，組織，産業，国
家および国際レベルでの水に関する意思決定に役立つ質の高い情報を提供することにあり，当該情
報が経済，環境および社会に関わるサステナビリティの課題を解決することが期待されている
（Chalmers and Godfrey, ２₀１２）．水会計の代表的なツールとしては，国連による「水の環境・経済
統合会計」（System of Environmental-Economic Accounting for Water; SEEAW），オーストラリア
政府による「標準水会計制度」（Standardized Water Accounting System; SWA）および国際水マネ
ジメント研究所（the International Water Management Institute; IWMI）が原型を形作った「水会
計プラス」（Water Accounting Plus; WA+）がある．以下ではそれぞれのシステムのフレームワー
クを示し，前節までで議論した日本における水マネジメントの脈絡を踏まえた上で，今後の日本に
表 3　水マネジメントにおける統合的水資源マネジメント思考の反映
IWRM 以前の思考 IWRM 思考
①何が？
　（What）
水に対してどのよう
な（政府等による）
介入が必要か？
水供給や灌漑のイン
フラが企図され建設
されるべき．
供給側と需要側の介在を通じた集水域・流域
における水，土地およびエコシステム総合的
マネジメント（holistic management）.
②どこで？
　（Where）
どこで行動が行われ
るか？
インフラ施設が建設
される場．
水に関する政治と経営層の介入，および全て
のインフラ設計に対して，集水域・流域計画
がフレームワークを提供する．
③誰が？
　（Who）
誰が介入を実施する
か？
自治体や政府の部局
または地域所管組織．
集水域・流域レベルの機関が，区域を超える
全体的な計画と調整の役割を担う．
④なぜ？
　（Why）
何の目的で介入が意
図されるか？
プロジェクトの受益
者に対して自然から
利用可能なより多く
の水を作り出すこと
による福祉と生活の
向上のため．
生産性，公平性および環境持続可能性を向上
させるために，自然資源の供給側と需要側の
全体的なマネジメントを促進するため．
⑤ どのように実
施するか？
　（How to 
　 implement）
どのように水の介入
は計画され実行され
るか？
技術者と水文学者が，
水インフラの計画，
設計および建設を行
う．
男女均等のプロセスにおいて，水介入を計画
し実行するために，集水域・流域レベルの機
関が，ステークホルダー基盤を構築する．
⑥ どのように資
金を賄うか？
　（How to 
　 finance）
管理，操業および維
持（MOM）コスト
がどのように賄う
か？
政府が投資額を支払
うとともに，利用料
金を課すことによっ
て MOM コストの一
部も政府が支払う．
利用料金は MOM コストだけでなく，固定資
産に対する借入利息と減価償却費，および介
入により惹起する様々な外部性の内部化のた
めのコストもカバーする．
出所：Shah （２₀１６） pp. ２２-２３，筆者訳．
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おける水マネジメントにおいて会計に期待される役割について方向性を明らかにしたい．
4 - 2 　水の環境・経済統合会計（SEEAW）のフレームワーク16）
　SEEAW は，環境と経済のかかわりを明らかにする会計ツールとして１₉₉₀年代初頭から開発され
てきた環境・経済統合会計（System of Environmental-Economic Accounting; SEEA）の水資源に特
化したシステムである．SEEAW は国連から２₀１２年に確定版が公表されている．本稿では，当該文
献に基づき，そのフレームワークを明らかにする17）．
　SEEAW の目的は，水の国民（地域）経済における貢献と，そこに及ぼす影響に関する首尾一貫
した分析を可能にするために，経済と水文学の情報を組織化した勘定枠組みであり，IWRM に資
する情報を提供するように設計されている．そして，（a） 水資源を効率的に配分すること，（b） 水
16）　本稿における SEEAW の説明は，大森（２₀１５）₇₇-₇₈ページの記述を加筆修正したものである．
17）　SEEAW に関する記述については，UN（２₀１２）を参照した．
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出所：UN, ２₀１２, p. ２₀，筆者訳．
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効率性を向上させること，（c） 全ての水利用者に対する水マネジメントの影響に対する理解を促進
すること，（d） インフラ投資に対するバリュー・フォー・マネーの最大化を図ること，（e） 水の利
用可能性と利用とをリンクさせること，（f） 異なる情報源から入手する情報を調和化することが可
能で，ステークホルダーから受け入れられて，そして，指標を生み出すのに用いられる標準化され
た情報システムを利用可能にすること，および（g） ステークホルダーを意思決定に参画させるこ
と，という ₇つの点に貢献する水会計の仕組みとなることが企図されている．（a）～（g）をみると，
SEEAW が IWRM を強く意識して作られていることがわかるであろう．これらの目的を達成する
ために SEEAW では，図 ₉に示したような内陸水域システムにおける水循環と経済とのかかわり
を，勘定を用いて解明しようとするところに特徴がある．SEEAW は各国・各地域で試算されてお
り，日本でも内閣府が国民経済全体を対象とした SEEAW を２₀１₀年に試算している（内閣府経済社
会総合研究所，２₀１₀）ように，もっとも研究が進んでいる水会計の仕組みといえる．
　SEEAW の会計システムは，①物的供給・使用表と排水勘定，②ハイブリッド経済勘定，③資産
勘定，④水質勘定および⑤水資源の貨幣評価の ５つのカテゴリから構成されている18）．これらのシ
ステムから作成される勘定構造を図１₀に示した．物的供給表と使用表は，経済により使用された水
量，環境に戻された水量，および水に加えられた汚染物質の量に関する水文データを，マクロ会計
18）　ただし，④と⑤は測定や表示において議論があるため，UN（２₀１２）においては実験的勘定という位
置づけになっている．
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出所：UN （２₀１２）に基づき筆者作成．大森（２₀１５）₇₉ページ参照．
図10　SEEAW における水の諸勘定
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の国際標準体系である２₀₀₈SNA の枠組みで記録するものである．排水勘定は，環境と経済との間，
および経済の間で取引される水量に関する情報を提供する勘定である．ハイブリッド・経済勘定は，
上記の物的供給表・使用表と，２₀₀₈SNA に基づいて作成される供給表・使用表とを連携させた勘
定であり，水の物量が，経済フローと対応づけられて記録されることで，経済と水とのかかわりが
明らかにされる．また，資産勘定は，自然的要因と人間の活動による水ストックの増減を記録する
勘定であり，主として物量単位で測定される水資源から構成される．多くの勘定は物量勘定である
が，ハイブリッド勘定は，国民所得勘定部分と水関連の生産物の取引について貨幣測定される．
　SEEAW は IWRM への貢献を重視して勘定が設計されていることや，国民勘定体系との連携が
視野に入れられているため，経済，環境および水（資源）とのかかわりを明らかにする点で強みを
有しているといえる．他方，環境問題の視点が不十分であることや，水勘定それ自体の情報収集の
難しさなどが指摘されている（Pedro-Monzonís et al., ２₀１５）．
4 - 3 　標準水会計制度のフレームワーク19）
　標準水会計（SWA）制度は，オーストラリアが策定した国家水イニシアティブに基づいて生み
出された水会計システムである．SWA は，同イニシアティブに明示されているように，国，水資
源管轄機関，水道事業体，サイト事業者，および個人といった水に関わる意思決定者の意思決定に
資する一貫した比較可能な水会計情報の提供を目的としている．興味深いことに，その基準策定プ
ロセスが財務会計における会計基準設定プロセスを模して作られており，上記の意思決定者であり
かつ情報利用者が，一般目的水会計報告書を作成し，連邦気象局が毎年取りまとめて公表すること
になっている．
　SWA 制度は，概念枠組み，会計基準および保証基準から構成されているが，作成される水会計
情報を明らかにしているのは「オーストラリア水会計基準第 １号」（WASB, ２₀１２）である．同基準
によれば，一般目的水会計報告書には，①組織・地域概要報告書，②アカウンタビリティ報告書，
③水資産・水負債計算書，④水資産・水負債変動計算書，⑤水フロー計算書，⑥注記，⑦グループ
水会計報告書および⑧保証報告書である．③～⑤が水会計の中心となる勘定といえることから，そ
の概略と相互関係を図１１に示した20）．
　図１１に示した水会計計算書は，上記③～⑤で構成されており，いずれも物量（ギガリットル）で
19）　本稿における SWA の説明は，大森（２₀１５）₇６-₇₇ページの記述を加筆修正したものである．
20）　本稿における標準水会計制度の説明においては，WASB（２₀１２，２₀１４）を参照．③～⑤以外の書類
については，以下の通りである．
　 ①：水報告主体が対象とする水の物的な状況と組織の概略を説明．
　 ②：一般目的水会計報告書が水会計基準に準拠して作成されていることを表明する書類．
　 ⑥：重要な会計方針やその他詳細情報等を記載．
　 ⑦：複数の主体の報告書を １ つに連結したもの．
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測定表示される．③水資産・水負債計算書は，情報利用者が，水報告主体の水資産と水負債の質と
量を理解するのに資する情報を提供するものであり，「水資産－水負債＝純水資産」という関係が
成立している．④水資産・水負債変動計算書は，情報利用者が，水報告主体の報告期間における純
水資産の質と量の変動を理解するのに資する情報を提供し，水資産の増加・減少原因と，水負債の
増加・減少要因，さらに，純水資産変動から構成されている．そして，⑤水フロー計算書は，情報
利用者が，報告期間において水報告主体が経験した水フローの質と量を理解するのに資する情報を
提供し，「水流入量－水流出量＝貯水量変動」の関係が成立している．④と⑤がフローの勘定，③
がストックの勘定となっており， ３つの計算書は図１１に示したような関係で連携している．若干説
明すれば，まず，水資産・水負債変動計算書（④）における「純水資産変動」は，水資産増加・水
負債減少原因と水資産減少・水負債増加原因の差額であり，それが水資産・水負債計算書にも記録
される．これは，企業の純利益が損益計算書で計算され，資本振替手続を経て ２つの計算書が結び
付いていることのアナロジーとして捉えられる．また，期首と期末の水資産の差は，水フロー計算
書の残高（水流入量─水流出量─差異調整）として捉えられる．
　SWA は，水資源を依存している流域の利用者の視点から透明性と信頼性の向上を促し，さら
に，水の効率性向上を図るべき場所も明らかにするため水管理者等の意思決定の改善に役立つと期
待されている（Chalmers et al., ２₀１２）．また，情報作成者にとっても，水報告主体が策定する水資
源計画に対する一般の理解促進に寄与し，水政策の円滑な遂行に資することや，水に関するアカウ
ンタビリティの履行に寄与することなどの利点も指摘されている（Chalmers et al., ２₀１２）．
　他方，金額による財務的な情報が欠けていることや，IWRM を主目的として整備された仕組み
ではないことから，特に環境面のサステナビリティの視点に乏しい点が課題として指摘できる．
・期末貯水量
・貯水量変動
・期首貯水量
差異調整
水流出量
水流入量
水フロー計算書
水負債減少原因
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水資産・水負債変動計算書
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・地下水
・表流水
水負債
・地下水
・表流水
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出所：WASB （２₀１２）；（２₀１４）に基づき筆者作成．大森（２₀１５）₇₇ページ参照．
図11　標準水会計制度における水会計計算書の相互関係
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4 - 4 　水会計プラス（WA+）のフレームワーク21）
　WA + は，スリランカにある水マネジメントの研究所である IWMI が１₉₉₇年に開発した水会計
フレームワークを改良して提案された水会計情報システムである．IWMI の水会計は，「水の専門
家とそうでない人々との間の水に関する対話を円滑化するための効果的な戦略を策定する支援とな
るようなツール」（Karimi et al., ２₀１２, p. ₇₇）として提案された．IWMI の水会計フレームワークは，
図１２に示したように水収支に立脚し，水流入分がどのように経済やその他の形で減耗されるか流出
されるかという様相を明らかにしようとするものである．SEEAW と同様に，水と経済活動による
水の利用の関係を明らかにしようとしているが，SEEAW が経済による取水に着目するのに対し，
減耗という概念を用いて水文データの重要性により立脚したモデルとなっている．そして，主とし
て流域を対象とするが，農地などのフィールド次元および水道供給などのサービス次元の ３つの次
元の連携が考慮されている点に特徴がある．
　IWMI の水会計を発展させた WA+ は，資源ベース計算書（Resource Base Sheet），蒸発散計算
書（Evapotranspiration Sheet），生産性計算書（Productivity Sheet）および水引出計算書（With-
drawal Sheet）の ４つから構成されており，いずれも物量で測定・表示される．それぞれの計算書
の目的は表 ４に記載した通りである．同表における「会計諸表」の列は，上記の水会計の諸計算書
が，財務会計上のどの概念や計算書類と考え方の上で対応しているかということを表している．
21）　本稿における WA+ の説明については，Karimi et al. （２₀１３）を参照した．
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図12　国際水マネジメント研究所による水会計のフレームワーク
出所：Molden et al. （２₀₀３） p. ₈，筆者訳．
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　資源ベース計算書は，水量に関する情報を提供するものであり，左側に流入を，中央に，水が流
域や領域などでどのように，そして何によって減耗したかを説明し，そして，右側には取水可能な
水と流出についての情報が入る（図１３A 参照）．
　蒸発散計算書は，蒸発散プロセスを水の用途に応じて水管理主体の管理下，管理可能または管理
不能に分けて記録し，それらが，農業，環境保全そして産業において受益されている状況を明らか
にするフロー表である．企業会計における財務諸表にたとえれば，損益計算書に相当するものとい
える（表 ４参照）．この計算書の構造は図１３B に表示されている．
　生産性計算書は，水 １単位当たりの農業生産を明らかにするものであり，他の計算書で明らかに
なっている用途ごとの水使用をバイオマス資源生産に換算するとともに，当該バイオマスが吸収す
る CO２を炭素隔離22）という形で表示し，最終的に，農業生産量と水，バイオマスおよび環境負荷
（CO２）との関係を明らかにする計算書である．
　最後の水引出計算書は，企業会計でいえば現金出納帳に相当し（表 ４参照），資源ベース計算書
における「管理された水利用」の部分について，地表水と地下水がどれだけ経済主体等によって引
き出されて利用されていったかという様相が明らかになるように設計されている（図１３D 参照）．
　WA+ は，図１２に示した蒸発散を含めた水収支をベースに据え，水が自然プロセスと経済プロセ
スにおいてどのように変化していったかということを詳細に可視化してくれるという利点を有して
いる．さらに，森林や植物による炭素隔離やバイオマス生産と水を関係づけ（生産性計算書），水
マネジメントにおける環境保全の視点を勘定に取り入れている点で斬新なものといえる．他方，詳
細であるがゆえに，特に蒸発散プロセスに関わるデータ収集に課題を有しているといわれている．
22）　炭素隔離（carbon sequestration）とは，「CO２が大気から取り除かれたり，排出源から転換された
りすること，および，海洋，地球環境（植物，土壌および土砂）と地層に貯留されることによる自然
的および人為的プロセス」（U.S. Department of the Interior, ２₀₀₈, p. １）を意味する．
表 4　WA+ における水会計計算書
水計算書 目　的 会計諸表
資源ベース計算書
水文上の管理可能で利用可能なフロー，水の安全保障，
サステナビリティ
資産と負債
蒸発散計算書 利用フローと未利用フロー 損益計算書
生産性計算書 バイオマスからのリターン，炭素隔離，食の安全保障 利益
水引出計算書 管理，規制，配分 現金出納帳
出所：Karimi et al. （２₀１３） p. ２４６３，筆者訳．
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図13　WA+ における水会計計算書の構造
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4 - 5 　 3 つの水会計の比較と課題
　本節では IWRM に資することを念頭において ３つの水会計システムのフレームワークを概観し
てきた．各システムの特徴は，表 ５のようにまとめることができる．
　これら ３つの水会計システムのうち，SWA はオーストラリアにおける水マネジメントのための
行政において利用されることが想定されている制度化された仕組みである一方，SEEAW は各国統
計局が高い関心を持って国レベルでの試算されてきている．また，WA+ は，民間ベースの取組み
でありながら，流域を対象とした事例を積み上げてきている．SEEAW は経済活動と水循環とのか
かわりを明らかにする点で他の ２つのシステムに比して強みを有していると捉えられる一方，ミク
ロレベルの水マネジメントとのかかわりが明らかにされないという弱点がある．SEW は，財務会
計を模して作られた制度であり，水会計情報の作成と情報に対する保証の仕組みも整っているとい
う点で信頼性が高い情報が提供できる．そして，水の受益者であるミクロレベルの経済主体からの
水会計情報を積み上げて作成するために，ミクロからマクロ（メソ）連携が図られており，水利権
の調整などに強みを有している．ミクロレベルで水会計情報を収集することは，当該経済主体の水
にかかわる現状を明らかにし，「見える化」を達成することができるという利点もある．WA+ につ
いては，水文情報を精緻化することで水収支のプロセスが詳細化されている点に強みがあるといえ
る．
　他方，特に WA+ と SEEAW については，水関連情報の収集上の困難の問題とそれに起因する
水情報の正確性の点で課題を有していることが指摘されている（cf. Karimi, et al., ２₀１３; Vardon et 
al., ２₀１２）．また，データが仮にあったとしても，法的な側面や役所間の調整，さらには，技術的な
側面からデータが共有できないケースもある（Vardon et al., ２₀１２）.
　以上，これら ３つの水会計システムには，利点と課題が存在するものの，明示的にせよ黙示的に
出所：Karimi et al. （２₀１３） pp. ２４６４, ２４６６, ２４６₇, ２４６₈を訳出の上，一部加筆修正．
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せよ，IWRM に資することを志向している．よって，次節では，第２.２節で議論した IWRM の考
え方に即して ３システムを検討し，日本におけるこれからの水マネジメントに資する会計がどのよ
うな方向を目指すべきかを明らかにする．
５．日本の水マネジメントに資する会計の展望
　本節では，これまでの議論を踏まえ，水循環基本法制定以降の，IWRM を（一部）取り入れた
新たな水マネジメント時代において会計がどのような役割を担いうるかについて考察する．具体的
には，①水会計の導入について，および②水会計システムへの経済的情報の連携について，の ２つ
の視点から考察する．
　まず日本における水会計の導入について考えたい．日本では，水循環基本法と水循環基本計画の
表 5　 ３つの水会計システムの特徴
SEEAW 標準水会計制度（SWA） WA+
目　的
✓ 水，環境と経済との関係の
明確化
✓ 水管理者・政策立案者の意
思決定支援
✓ IWRM への適用
✓ ステークホルダーに対する
アカウンタビリティ
✓水利権の明確化
✓ IWRM への適用
✓水マネジメント向上
✓ 水管理者・政策立案者の意思決
定支援
対象 個別組織，流域，地域，国 個別組織，流域，州，国 流域，フィールド，水事業体
作成基準
UN（２₀１２）の枠組み．自由
な設計．
作成基準，保証基準および概
念フレームワーク（比較可能
性と信頼性を志向）
国際水マネジメント研究所による
枠組み
作成される
計算書類
✓ 水の供給・使用のハイブ
リッド勘定
✓物的使用表
✓物的供給表
✓排水勘定
✓資産勘定
✓水資産・水負債計算書
✓水資産・負債変動計算書
✓水フロー計算書
✓資源ベース計算書
✓蒸発散計算書
✓水の生産性計算書
✓水引出計算書
第三者保証 なし あり なし
作成頻度 指定なし 毎年 指定なし
測定単位
物量と金額（ハイブリッド勘
定のみ）
物量 物量
情報作成
組織
✓多くの国の統計機関 ✓ 水道事業体，州政府，流域
管理主体等
✓とりまとめは気象庁
✓  Water Accounting + プロジェ
クトメンバー
情報利用者
国，研究者など 流域等，水に関わるステーク
ホルダーと水資源管理組織
水資源管理組織（水政策立案者等）
出所：WASB（２₀１２）;（２₀１４）; UN （２₀１２）; Karimi et al. （２₀１３）より筆者作成．
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策定により，「流域の総合的管理」の推進が掲げられている．IWRM の思考が一部反映された日本
における新たな水マネジメントにおいても，基本的には従来の水行政が進められているとはいえ，
水循環基本法において流域連携の推進が規定され（第十六条），基本計画において「流域水循環協
議会」の設置が推奨されている．同協議会では，流域における水に関わる経済主体間の情報共有
や，健全な水循環の維持・回復に向けた計画の策定等を任務とする組織であるが，その共通の情報
プラットフォームが整備されているとはいえない状況にある．２₀１₇年 ₈ 月時点において２₇の流域水
循環協議会が策定した流域水循環計画が政府（水循環政策本部）により認定され，流域を対象とし
た水マネジメントに着手されてきている．いくつかの流域水循環基本計画をみると，進行管理の指
標を掲げているものの，その指標がどのような根拠から出てくるものかという点が明らかになって
いるわけではない．本稿で検討した ３つの水会計は，勘定や計算書の作成を通じて指標が導出され
ることで，当該指標に対する信頼性の付与に成功していると考えられる．また，流域における各主
体間の情報の共有がカギとなると想定されるため，本稿で検討した ３つの水会計モデルを試行し，
主体間で共有することは価値のあることと想定される．
　 ３つの水会計のうち，日本においては，国全体を対象として作成された SEEAW があるものの，
まだ特定の流域を対象に展開されてはいない．また，他の ２つのモデルについてはまだ日本全体を
はじめ流域や集水域を対象として試算されていない現状にある．今後は，日本の流域において試行
される必要があるといえよう．
　また， ３つの水会計システムの中で，SWA だけがミクロレベルを積み上げてメソレベルの水会
計情報を産出するという仕組みを有している．ミクロの個別経済主体において水の現状を明らかに
できる水会計情報が積み上げられて流域レベルの水会計情報になることは，水に関わるステークホ
ルダーとして流域全体の視点から自組織の水マネジメント行動を遂行することが可能になると期待
される．この点において，SWA から見習うことができる可能性があり，流域水循環協議会に参加
している各主体において試算する価値はあるのではないだろうか．
　つぎに，水会計における経済情報との連携という点について取り上げる．第 ２節の図 １に示した
ように，IWRM の根本思考は，経済的効率性，社会的公平性および環境持続可能性という ３つの
観点から流域のサステナビリティを達成することにあった．SEEAW は経済活動と水との関係を明
らかにし，SAW は水利権をはじめ，どの主体がどれだけ水を取り出しているかを明らかにし，そ
して WA+ はフィールドや水供給サービスにどれだけ水が消費されているかを明らかにする点に力
点があることから，今回取り上げた ３システムは，水の社会的公平性の確保に主眼があると捉える
ことができる．また，SEEAW における水質勘定や WA+ における炭素隔離やバイオマス資源等，
一部，環境持続可能性の側面も取り入れられている．その一方で，経済面については SEEAW が
経済活動とのかかわりを明らかにしているにとどまり，水会計により作成される諸勘定や計算書
は，水循環や水収支という物量情報を中心に構成されている．
水マネジメントの展開と会計の役割（大森） 59
　IWRM では，ダブリン原則に基づき経済財としての水という視点が重視され，水の価値とフル
コストの測定が推奨されている．しかし，IWRM に資する代表的な ３つの水会計システムでは，
この観点が取り入れられていない．ダブリン原則では，「水は公共財であり，社会的経済的価値を
有する」ものとして捉えることが謳われており，その考え方が経済的効率性の追求という形で
IWRM に取り入れられたと解釈できる．IWRM の基本的な考え方を明示している GWP（２₀₀₀）で
は，水へのアクセスが基本的人権であることに留意しながらも，人間に対する水の価値と水を供給
するコストの計算が必要であるとしている．特にコストの面に関しては，「資源保全と効率的な水
利用に向けた行動に影響を与えるため，水提供コストを確実に回収する需要管理のインセンティブ
を提供するため，そして，水サービスにおける追加的な投資に対して顧客が進んで支払うシグナル
となるために」（GWP, ２₀₀₀, p. １₉）水のフルコストを測定することを推奨している．
　図１４は，GWP （２₀₀₀）における水にかかわるフルコストの考え方を整理したものである．水に関
する維持管理費と資本費から成る全供給コストに，他の用途に水を使用していたら発生するであろ
うコストである機会費用と，水の利用により間接的に影響を受ける経済主体による行動の変更に起
因する経済的外部性を加えたものを全経済的コストとし，それに，社会面と環境面の外部性を金額
評価したものを加えてフルコストとしている．外部性の測定の問題は，古くから指摘される課題で
あるが，個別経済組織において測定可能な全供給コストや機会費用に関しては，流域ベースに展開
図14　水のコスト計算に関する基本的な考え方
フルコスト
全経済的コスト
全供給コスト
維持管理費
資本費
機会費用
経済的外部性
環境外部性
出所：GWP（２₀₀₀）p. ２₀，筆者訳．
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することで流域全体の水会計に反映させ，流域における水の利用料等の意思決定に役立てられる可
能性がある．水資源の保全のために自治体を中心に行われている森林管理などのコストは流域上流
部で発生する維持管理費であり，ダムなどの整備は，上流部で行われていた資本費でありかつ維持
管理費でもある．これらの共通のコストを流域全体で共有することによって，そして，それに水会
計による物量データが加わることによって，流域の経済的持続可能性も考慮したサステナビリティ
に資する意思決定へと導くことが期待される．第 ２節で取り上げたように，コモンズである水に関
わる意思決定のためには，流域全体のステークホルダー間の情報共有が必要なのである．
　水道事業体の経営状況に対する懸念からアセットマネジメントなどの経済的効率性を追求する仕
組みが個別の水道事業体において取り入れられつつあることは，流域全体の経済的効率性の追求の
正のドライバーとして機能すると考えられる．菊池（２₀１６）に示されているアセットマネジメント
データの活用による水マネジメントの意思決定は， ４水道事業体の経営統合という水道事業広域化
の形で北上川流域において水供給のサステナビリティが改善したと捉えることができる．今後，日
本における新たな時代の水マネジメントにおいては，上述したように水会計の流域での試行と水会
計の経済的または財務的情報との連携を模索していくことが必要であろう．
　最後に，新たな水マネジメントにおけるキーは，流域全体のマネジメントにある．水会計や流域
を対象とした会計は，ミクロとマクロの中間という意味でメソ会計の範疇で展開されるが， １つの
流域を取り出しても，そこには，水の受益者や水道事業体が所有する施設等（ミクロ）があり，集
水域を異にする支流や水道事業体が有する排水網がいくつか存在し（メソ），そしてそれらが一体
として流域を形成している（マクロ）．つまり １つの流域というメソ領域の中に，「ミクロ」，「メ
ソ」，そして「マクロ」（＝流域）が存在することが，水を研究対象とする領域では一般的な考え方
のようである（Molden and Sakthivadivel, １₉₉₉; Pedro-Monzonís et al., ２₀１６; 脇田，２₀₀₉）. このよう
に考えると，流域全体のみならず，ミクロから積み上げられる形式での水会計情報の作成が求めら
れるといえよう．究極的には，流域を対象としたネットワーク型の水会計システムの構築が必要に
なると考えられる．
６．お わ り に
　本稿では，IWRM の思考が一部取り入れられた水循環基本法制定と水循環基本計画の策定が，
日本において水マネジメントを新たな次元へと導くことになってきた軌跡を概観してきた．冒頭で
も指摘したように，会計が，さまざまな経済主体による活動を測定し伝達することにより，ステー
クホルダーに対するアカウンタビリティの履行と彼らの意思決定に資することを鑑みると，水マネ
ジメントにおいても会計の担う役割が期待されるところである．
　日本における水マネジメントの発展プロセスを概観した際，それぞれの時代において会計が少な
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からず水マネジメント主体に対する意思決定の支援を行ってきたことを明らかにしてきた．そして
その貢献の度合いは，少子・高齢化に伴う過疎化や人口減少などの要因により急速に深刻化してい
る水道事業の継続性問題への会計的対応を生み出してきた．そして現代においては，日本において
も IWRM の考え方が反映された水マネジメントが展開される可能性が高いことを指摘した上で，
IWRM を志向している ３つの有力な水会計システムについて検討した．その結果，水会計システ
ムにおける財務情報の必要性を指摘するとともに，ミクロレベルの情報を積み上げて流域レベルに
連携させることで，水会計情報が新たな水マネジメント時代の意思決定に役立つ可能性があること
を指摘した．
　しかし，本稿は，概念的な議論に終始しており，具体的な水関連データを用いたシミュレーショ
ンやモデル化をしているわけではない．次のステップとして， ３つの水会計それぞれを日本の流域
に適用して水会計情報を作成し，日本の水マネジメントに適した水会計モデルを模索することが必
要であろう．さらに，水道事業体などの個別経済主体におけるアセットマネジメントをはじめとす
る効率性追求のための会計手法に加え，水道供給の「フルコスト」または「全経済的コスト」を把
握し，流域における水道の全供給コストを明らかにし，流域のステークホルダーが理解できる形で
水道料金の計算などに反映していくことも検討する必要があるだろう．その際には，原水コストの
公平性を図るために考えられた先行研究（河野，１₉₈３；原田，１₉₈３；小口，１₉₈６）を現代の文脈にお
いて再検討することが有益であろう．これについては別稿に譲りたい．
　「水マネジメントにおいて効果的な戦略を立案する政策立案者の能力は，流域における水使用と
生産性の状態に対する高い理解に依拠している」（Karimi, et al., ２₀１２, p. ₈６）といわれるように，
水マネジメント主体において流域の水に関わる信頼できる水情報を得ることは，複雑化した時代に
おいて効率的・効果的な水マネジメントを展開するためのソフトなインフラとしてますます重要に
なるであろう．流域を対象とした水会計について，継続的な研究が必要である．
　［付記 ］本稿は，平成２₉年度科学研究費補助金基盤研究 C（課題番号：２３５３₀５₇₀）による研究成果の一部
である．
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